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1. はじめに 

近年、大規模地震の発生リスクが高まっており、南海

トラフ沿岸では、今後 30 年間の M8～9 クラスの発生確

率は 60～90%程度以上と予測されている 1）。さらに、九

州から関東にかけての太平洋沿岸の広い地域で、10ｍ以

上の大津波の襲来が想定されている。その中でも、静岡

県沿岸部に位置する下田市では、28m と高知県の 34m に

次ぐ高い津波高さが予想されている。そのため、多重防

御を基本とした総合的な津波対策が必要である。 
そこで、本研究では、都市内の年齢階層別、津波浸水

深別のリスク指標を作成し、津波対策（津波タワーの増

設や長期的な居住誘導）による下田市の津波被害リスク

の軽減可能性を都市内人口分布推計モデルを用いて評価

する。 

2. 評価手法 

2.1 都市内人口分布推計モデル 

津波高さや関連施策により津波高さが軽減されること

が転居行動に影響を与えることを想定し、既往研究のモ

デルに津波想定浸水深を加味した。都市内人口分布推計

モデルのフローを図-1 に示す。 

 
図-1  都市内人口分布推計モデルのフロー 

各世帯の転居先ゾーンの選択確率は、世帯主の年齢階

層別に転居先候補の効用水準を基に多項ロジットモデル

で表現できると仮定する。転居先ゾーンの選択確率を(1)
式、各ゾーンの部分効用を(2)式に示す。 

Pi,g,t = EXP�Vi,g,t+τi,g�
∑EXP�Vi,g,t+τi,g�

        (1) 

Vi,g,t=f�ri,t , Fi,t ,  Zi,t�                (2) 
ここで、P は転居先ゾーン選択確率、V は部分効用、τ

はその他の効用、r は地代、F は想定浸水深、Z はその

他の各種要因ベクトル、i はゾーン、g は年齢階層、t は
期を表す。 
2.2 津波リスク指標 

津波リスク指標は、家屋の資産価値を考慮する「資産

リスク指標」、避難に要する時間を考慮する「避難リスク

指標」の 2 指標とする。 
A𝑅𝑅𝑖𝑖=𝜃𝜃𝐹𝐹𝐹𝐹,𝑖𝑖 ∙ 𝐴𝐴𝑖𝑖                  (3) 

E𝑅𝑅𝑖𝑖=∑𝑔𝑔(𝐿𝐿𝑔𝑔,𝑖𝑖 ∙ 𝑣𝑣𝑔𝑔)                 (4) 

ここで、AR は資産リスク、𝜃𝜃𝐹𝐹𝐹𝐹は浸水深別重み係数、A は

建物資産額、ER は避難リスク、L は想定死者数、v は一

人あたりの価値、g は年齢階層を表す。 

3. 部分効用関数のパラメータ推定 

 部分効用関数 (2)式におけるその他の各種要因の候補

は、既往研究を参考に、最寄り鉄道駅、最寄りバス停、

食品スーパーまでの道路距離、およびこれらの対数変換

とした。(2)式のパラメータ推定は、各ゾーンの 2020 年

の居住確率、各説明変数の実態データを用いて最尤法（合

計対数尤度が最大となるように変数選択・推定）により

年齢階層別に行った。推定には R を使用した。 
地代はデータが存在しないため、代理変数として地価

を用いた。各ゾーンの地価については、令和 2 年度地価

公示データを用いて地価関数を推定し、推定された関数

に各ゾーンの中心地点における説明変数の水準を代入し

て推計した。地価関数の推定結果を表-1 に示す。 
表-1 地価関数のパラメータ推定結果 

 
(2)式の推定に際し、地価と想定水深が有意とならなか

った場合には、年齢階層を一部統合して再推定すること

とした。(2)式の最終的な推定結果を表-2 に示す。 



表-2 部分効用関数のパラメータ推定結果 

 

4. シミュレーション分析 

4.1 津波リスク軽減施策の設定 

津波リスク軽減施策としては、施策実施範囲に転居す

る世帯に補助金を給布するソフト施策、避難タワーを増

設し避難可能範囲を広げるハード施策を実施することと

する。ソフト施策については、施策実施地域に転居した

世帯は補助金分の地代負担が減少（可処分所得が増加）

することを仮定する。補助金給付額については石川県輪

島市と群馬県渋川市の居住誘導事業を参考に設定した。

施策一覧とシミュレーションケースを表-3 に示す。 

表-3 施策一覧とシミュレーションケース 

 

ソフト施策の実施範囲は、下田市の立地適正化計画の

居住誘導区域内かつ浸水深が 1.3ｍ以下の地域とした。 

 

4.2 分析結果 

 構築した実証モデル、津波リスク指標を用いて、ケー

ス 0～C における 2025～2050 年（5 年おき）の人口分布、

津波リスク分布の推計を行った。分析結果の例として、

ケース C の人口分布のケース 0 と比較しての変化（2050
年）を図-2 に示す。 

 
図-2 人口分布の変化（2050 年、ケース C－ケース 0） 

5. 津波リスク軽減施策評価・検討 

施策実施による下田市全体の資産リスク、避難リスク

の変化（2050 年）をそれぞれ表-4、表-5 に示す。 
表-4 下田市全体の資産リスクの変化 

 

表-5 下田市全体の避難リスクの変化 

 

補助金給布による人口移動が小さいため、補助金 800
万円のケース C においても、人口分布に依存する資産リ

スクの減少は約 0.07%に留まる結果となった。また、避

難リスクは津波タワーを 2 棟増設することで大きく減少

する結果となった。 

6. まとめ 

本研究では、都市内の年齢階層別、津波浸水深別のリ

スク指標を作成し、都市内人口分布推計モデルと併せた

津波リスク分布の時系列推計手法を示した。また、下田

市を対象に、津波被害軽減施策（長期的な居住誘導や津

波タワーの増設）が 2050 年までの人口・津波リスク分布

に及ぼす影響の推計を行った。分析の結果、ソフト施策

（施策実施地域への転入世帯への補助金配布）、ハード施

策（避難可能範囲を広げるタワー増設）ともに津波リス

ク軽減に効果があることが明らかになった。また、ハー

ド施策はソフト施策と比較すると避難リスク軽減に大き

な効果があることが示された。以上から、津波リスク分

布軽減施策としては、ソフト施策よりもハード施策を優

先して取り組む必要があることが示された。 
本研究では、対象地域である下田市の総人口が比較的

少ないことから、ソフト施策の実施範囲へ転入する世帯

数も限定的であり、その結果として施策効果が十分に確

認できなかった可能性がある。今後は、より人口規模の

大きい都市を対象として同様のシミュレーション分析を

繰り返し実施することで、より適切かつ効果的な施策の

検討が可能になると考えられる。 
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